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２ 合併の効果 

（１）合併効果の主な評価 

 ① 住民サービスの維持・向上 

合併により自治体としての住民サービスの向上と事務の効率化を図ったことで、

専門職員の配置が可能になり、専門性のあるサービスの提供が可能となった、単独

では維持困難であったサービスの継続が可能となったなどの事例や、合併前に旧市

域のみで提供していたサービスを合併後には、団体内全域にサービスを拡大した事

例もある。 

また、合併を契機として公共施設等の新設、改修等の実施に取り組み、新市民病

院の建設、学校施設・庁舎等の耐震化の推進、切れ目のない子育て支援策、給食セ

ンターの新設による団体内全域での学校給食の提供や、防災拠点の整備、避難所の

確保等による防災対策の充実を図った事例など各団体とも特色を活かしたサービ

スの向上に努めている。 

 

② 利便性の向上 

合併によるサービスの選択肢を増加・充実させたことで、利用可能な公共施設の

選択肢の増加や、公共交通（コミュニティバス等）の充実をさせている。また、自

宅まで送迎が可能な乗合タクシーを運行させるなどして住民生活の利便性を向上

させたなどの事例がある。 

 

③ 地域コミュニティ、市民活動の振興 

合併を契機に、地域住民からの意見を把握し、施策に反映するための部署を新た

に設けた、まちづくりに関する協議会を合併後全地区に設置したなどの事例がある。 

また、合併協議の中で議論されたことを契機として、市民、議会、行政の役割と

責務を規定した自治基本条例を制定し、住民自らが自分たちのまちづくりを主体的

に行い、行政がその取組を支援する仕組みを構築した事例や小学校単位に住民協議

会を設立した事例もある。 

 

④ 知名度向上、イメージアップ 

合併により地域資源の有効活用に取り組み、県内シェア 1位になった農水産物を

ブランド化してイメージアップを図った、観光資源を一体的にＰＲしたなどの事例

がある。 

また、合併前の市町の特産品を組み合わせ、それぞれの特色を活かしたＰＲに努

め、特産品の販売強化に取り組んだ事例もある。 
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⑤ 広域的なまちづくり 

合併により広域的な視点での施設等の整備を推進し、施設の集約や、団体内の幹

線道路、高速道路網の整備など地域振興に関わるインフラ整備に重点的に取り組む

ことにより広域的なまちづくりに取り組んだ事例がある。 

また、合併を契機に、新ごみ処理施設を建設して、ごみ処理を一元化した、簡易

水道の浄水場整備や配水管改良を行い、安全・安心な水を全域で安定的に供給した

などの事例もある。 

 

⑥ 行財政基盤の強化 

規模の拡大による効果的かつ安定的な行財政運営の実施に取り組み、全ての団体

において県交付金や合併特例債などの財政特例措置を活用し、大規模施設や道路整

備など様々な行政ニーズに対応している。 

また、合併後に職員数の削減や職員手当等の見直しなどによる人件費削減、積極

的な行財政改革の推進による組織の効率化や財政調整基金残高の積み増しなどの

事例がある。 
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